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TPPと日米経済関係： 

強気な米国と弱気な日本 
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(一財) 国際貿易投資研究所 客員研究員 
杏林大学 教授  

 要約 

・米大統領選でオバマ大統領が再選した。TPP 交渉の再加速に向けた取り

組みが注目される。TPP 交渉は、アジア太平洋の新たな通商秩序に向け

たルールづくりの場となっている。日本が置き去りにされてよいはずが

ない。 
・これまで締結した日本の FTA は、経済協力と引き換えに農産物を例外

扱いにしたが、これからの FTA はこの手法が通用しない。TPP 参加は

今後の日本の FTA 戦略の展開にとって試金石だ。 
・TPP 交渉参加のほか、日中韓 FTA、RCEP、EU との FTA 交渉開始が、

日本にとって目下焦眉の課題である。日本は、TPP 交渉を先行させるこ

とによって、他の FTA 締結交渉においてイニシアティブを発揮するこ

とができる。 

・日米事前協議は自動車で躓いている。この問題は棚上げし、日米経済調

和対話において期限限定で解決を図るという妥協案で政治決着させる

のも一案だ。 

・日本にとって、TPP 参加は経済上の利益だけでなく、安全保障の上から

も重要である。日米関係の強化にもつながり、尖閣諸島をめぐって対立

する中国への牽制の効果も期待できる。 

・仮に TPP に参加せず、米国抜きの RCEP や日中韓 FTA に肩入れすれば、

米国に日本の「脱米入亜」を懸念させ、対日不信を招くことになる。 
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はじめに 

 

米大統領選で民主党のオバマ大統

領が再選を果たした。米国が主導す

る環太平洋経済連携協定（TPP：

Trans-Pacific Partnership Agreement）

の交渉は、交渉参加国の利害対立と

米大統領選の影響で停滞し、最終合

意の時期が 2012 年末から 2013 年以

降に先送りされた。 

米経済の成長と雇用拡大を目指す

米国にとって、アジア太平洋地域と

の経済連携の強化は通商政策の柱だ。

2 期目のオバマ政権は TPP 交渉の加

速に全力を挙げる見通しである。 

一方、日本は政局に翻弄されて、

TPP 交渉への参加を決められないで

いる。最大のネックは農産物の関税

撤廃だ。 

米国は TPP 事前協議を通じて、懸

案である日本の非関税障壁の撤廃を

要求し、郵政、牛肉、自動車の 3 分

野での問題解決がTPP参加の条件で

あるとしている。正念場を迎えた日

本。TPP 交渉参加に向けて米国との

膠着した協議を進展させなければな

らない。 

米国が「アジア太平洋国家」とし

てアジア重視の戦略を打ち出してい

ることは、アジア太平洋地域の安定

と繁栄にとって大きな意味を持つ。

TPP を主導する米国が同盟国日本を

どう位置づけ、中国とはどのような

関係を築くつもりなのか。強気な米

国の本音はどこにあるのか、しっか

りと見極める必要がある。 

今年 8 月に米国の議会調査局が、

「日本の TPP 参加可能性とその含

意」と題する報告書をまとめた。TPP

の信頼と発展のため日本の参加が不

可欠だと結論づけている。 

日米同盟の深化のためには、外

交・安保だけでなく経済連携も重要

であり、TPP はその有効な手段であ

る。野田政権の腰が定まらないなか、

ついにオバマ政権は痺れを切らし、

弱気な日本に対してTPP参加の決断

を促す事態となった。 

TPP は日米経済関係にとって大き

なチャンスである。日本が TPP に参

加すれば、日米経済関係は再び活性

化する。そうした問題意識から、本

稿は、日米経済関係に焦点を当てな

がら、日本の TPP 参加の意義と課題

について分析する。 
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１．日米経済関係の新たな構図 

 

（1）変わる日米中トライアング

ル：日中逆転 

米国と日本は GDP（国内総生産）

でそれぞれ世界第 1 位と第 3 位の経

済力を誇り、両国の GDP を合わせる

と世界の 3 割を超える。両国は重要

な経済パートナーであるが、ここ数

年でお互いの相対的な重要性は弱ま

っている。 

中国の台頭によって日米間の貿易

構造が大きく変化している。日米貿

易の推移をみると、米国の貿易相手

国として日本のウェイトは低下傾向

にあり、例えば、米国の輸入額に占

める日本のシェアは、1990 年の

18.1％から 2011 年には 5.8％にまで

低下し、逆に、中国からの輸入は、

同 3.1％から 18.1％に増加している。 

この結果、日本は輸入において、

中国、カナダ、メキシコに次ぐ 4 位

にまで後退している。輸出も同様で、

日本は第 4 位である。なお、日本に

とって米国は輸出入ともに中国に次

いで第 2 位となっている。 

また、貿易収支の不均衡について

は、2000 年に中国が日本を抜いて米

国の最大の貿易赤字国となっている。

2011 年の米国の貿易赤字（国際収支

ベース）は 5,580 億ドル、このうち

対中貿易赤字が 2,950 億ドルで、対

日貿易赤字（626 億ドル）の 5 倍弱

となっている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１ 米国の国別輸出入額（2011 年） 

 
（単位：億ドル、％） 

 輸出額 シェア 輸入額 シェア 
日本 657 4.4 1,289 5.8 
中国 1,039 7.0 3,993 18.1 
世界 14,804 100.0 22,078 100.0 

（注）米国商務省のデータ（通関ベース） 
（資料）ジェトロ 
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対日貿易赤字の比率は、1991 年の

58.4％を境にその後徐々に低下し、

2011 年には 11.2％となっている。こ

れに対して、対中貿易赤字の比率は

増加傾向にあり、2011 年には 52.8％

に達している。 

このような構造変化を反映して、

かつては日米を中心に生じていた貿

易摩擦は、今や米中へとシフトして

いる。米議会の激しい非難の矛先は

日本でなく、もっぱら中国である。 

2001 年の中国の WTO 加盟以降、

中国からの輸入が急増し、米国内で

は中国の「国家資本主義」に対する

警戒感が高まっている 1）。米政府は

国内産業を保護するため、中国製品

に対してセーフガードやアンチダン

ピング、相殺関税などの貿易救済措

置を頻繁に発動している。また、中

国が不公正な貿易慣行を行っている

として、WTO に提訴するケースも増

えている。 

 

（2）米国のアジア回帰と TPP 

世界経済の牽引役は今や中国をは

じめとする東アジア諸国である。米

国は、今後も成長が見込まれる東ア

ジア市場を取り込むことが米経済の

成長にとって不可欠だと考えている。 

このため、米国は、米国抜きの東

アジア共同体構想（ASEAN＋3 ない

し ASEAN＋6）に向けた動きを牽制

するため、TPP をテコに FTAAP（Free 

Trade Area of Asia-Pacific：アジア太

平洋自由貿易圏）を実現させようと

している。 

米国がTPP交渉を主導しようとし

ているのは、TPP に盛り込まれる

「WTO プラス」の新たなルールが、

アジア太平洋地域における新たな通

商秩序のベースとなる可能性が高い

からだ。米産業界は、TPP 交渉をア

ジア太平洋地域における米企業のビ

ジネス環境を改善させる絶好のチャ

ンスだと見ている。 

だが、TPP に対する米国の真の狙

いはもう一つある。TPP 交渉を主導

するインセンティブは、米産業界に

もたらすビジネス上の利益はもちろ

んであるが、中国の台頭に対抗し、

東アジアにおける米国の地政学的な

影響力を回復することにある。 

米国は 2001 年の同時多発テロ以

降、イラクやアフガニスタンなどで

対テロ戦争に忙殺されている隙に、

東アジアにおける中国の影響力拡大
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を許してしまった。米国が「アジア

回帰」（＝米国の外交政策の優先課題

をアジア太平洋地域に向けて再調

整）を強めるのは、中国が東アジア

の覇権を握れば米国は東アジアから

締め出され、米国の権益が大きく損

なわれてしまうのではないかとの懸

念が米国内で高まり、米国としても

黙って手をこまねいているわけには

いかなくなったからである。米国は、

中国の台頭に対して経済的・軍事的

に対抗するつもりだ。 

米国は、TPP を「米国の太平洋の

世紀」（America’s Pacific Century）を

確保するための戦略の手段として位

置づけている 2）。TPP を推進するこ

とで、「アジア太平洋国家」として東

アジアに積極的に関与していく方針

だ。米国のアジア関与にとって、安

全保障分野での米軍の前方展開と経

済分野でのTPP推進は車の両輪とい

える。 

 

２．なぜ日本は TPP に参加すべき

なのか 

 

（1）米韓 FTA の影響：米市場で

苦戦 

米韓 FTA の締結が日本の産業界

に与えた衝撃は大きい。日本企業は、

米国市場で韓国企業と激しいシェア

争いを繰り広げているが、2012 年 3

月の米韓 FTA 発効によって不利な

競争を強いられることになった。日

本企業が韓国企業と同じ土俵に立つ

ためには、米国が主導する TPP への

参加が不可欠だ。事実上日米 FTA に

匹敵する TPP によって、日本は米韓

FTA の効果を相殺することができる。 

米韓 FTA にもとづく関税撤廃に

よる韓国の優位性は徐々に顕在化し

ていくだろう。自動車については 5

年目までは現行の関税が維持される

ので、日本がまだ優位にあるが、電

気機械はすでに韓国の追い上げが激

しく、韓国企業は日本にとって大き

な脅威となっている 3）。 
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（2）TPP 交渉はアジア太平洋の

ルールづくりの場 

TPP は、2006 年 5 月に APEC に加

盟するシンガポール、ニュージーラ

ンド、チリ、ブルネイの 4 カ国が締

結した FTA（P4 と呼ばれる）に、2008

年に米国、豪州、ペルー、ベトナム、

2010 年にマレーシアが加わり、これ

まで9カ国で21分野について交渉が

進められてきた。今年 6 月にカナダ

とメキシコの交渉参加が認められ、

12 月からの TPP 交渉は 11 カ国で行

われることになる。 

TPP は「21 世紀の FTA」（21st 

century Trade Agreement）と位置づけ

られ、高度で包括的な FTA を目指し

ている。例外なき関税撤廃のほか、

WTO プラスのルールづくりを目指

し、政府調達、知的財産権、競争政

策、投資、環境、労働のほか、これ

までの FTA では検討されなかった

分野横断的事項（cross-cutting issues）

も含まれる。 

2010年 3月に開始されたTPP交渉

は、米国の思惑通りには進んでいな

い。センシティブな問題をめぐり調

整は難航している。このため、当初、

2011 年 11 月の APEC ハワイ会合ま

でにTPP交渉の最終合意を目指して

いたが、「大まかな輪郭（ broad 

outline）を固める」にとどまった。 

9 カ国首脳による TPP の大枠合意

は、TPP の基本的な方針とこれまで

の交渉結果などを簡単にまとめたも

図表２ 米国の日韓からの商品別輸入実績 

 
（単位：億ドル、％） 

輸入先 品目 2009 年 2010 年 2011 年 シェア 
輸入総額 958 1,205 1,288 100.0 

自動車・同部品 314 415 410 31.8 
一般機械 194 248 311 24.1 

 
日本 

 
電気機械 153 183 182 14.1 

輸入総額 392 488 566 100.0 
電機機械 142 152 160 28.2 
自動車・同部品 71 92 119 21.0 

 
韓国 

 
一般機械 67 93 103 18.1 

（資料）ジェトロ 
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のだ。厄介な問題はすべて先送りさ

れた。米国の大統領選挙の影響で

2012 年中の妥結もかなわず、TPP 交

渉は 2013 年以降にずれ込むことに

なった。 

このように、TPP 交渉は、アジア

太平洋地域の新たな通商秩序に向け

たルールづくりの場となっている。

したがって、TPP に交渉段階から参

加しなければ、アジア太平洋地域の

重要なルールづくりに参加すること

ができなくなり、日本に不利なルー

ルを押しつけられる恐れもある。ま

してや TPP に参加しなければ、域外

差別、域外国としての不利益（貿易

転換効果）を被るという点で、日本

経済の被る打撃は大きい。 

アジア太平洋地域における新たな

通商秩序がTPP交渉によって作られ

ようとしているときに、国益上、日

本がこれに全く関与しないで済まさ

れるのだろうか。日本が置き去りに

されてよいはずがない。 

 

（3）TPP は日本の FTA 戦略の試

金石 

TPP は、内容上、日本がこれまで

締結した FTA とどこが違うのか。こ

れまでの FTA は、ASEAN などアジ

ア諸国との間で締結された二国間

FTA である。相手国のほとんどは途

上国に分類され、中小企業・人材育

成の支援などの経済協力を条件に、

農産物の関税撤廃に関してはコメな

どセンシティブ品目の例外措置を確

保してきた。しかし、先進国（しか

も農産物の輸出国）も参加している

広域 FTA の TPP については、もはや

この手法が通用しない。 

今後、農産物の例外扱いを認めな

い国・地域との FTA 交渉は難航が予

想される。このため、2010 年 11 月

に閣議決定された「包括的経済連携

に関する基本方針」では、主要貿易

国・地域との高いレベルの経済連携

を目指す方針を打ち出した。競争力

強化などの抜本的な国内改革をまず

先行的に進め、センシティブ品目に

配慮しながらも、最初から例外扱い

せず、すべての品目を自由化の対象

にするとしている。 

TPP は、貿易自由化は原則例外を

認めず、加えて「WTO プラス」のル

ールづくりなど、極めて高度で包括

的な FTA を目指している。日本が

TPP に参加するためには、農産物の
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自由化や国内の規制改革など、これ

までの FTA では避けてきた痛みを

伴う国内改革が必要となる。 

とくに、もはやジリ貧の状態とい

える国内農業は、体質強化のための

改革が不可欠だ。TPP と農業の両立

を図るため、これまで先送りしてき

た農業改革を進めねばならない。農

業保護の手段を価格支持（関税）か

ら所得補償（直接支払い）に切り換

えるべきだ。農業担い手の確保、農

地集積による大規模化、農業の成長

産業化など、農業再生に向けた取り

組みは待ったなしである 4）。 

TPP 参加のためのハードルは、他

の FTA 締結を進めるためにも越え

なければならないものである。TPP

参加を決断できるか否かは、今後の

日本の FTA 戦略の展開にとっての

試金石といえる。 

 

（4）TPP 参加の相乗効果：FTA

交渉力の強化 

TPP 交渉参加のほか、日中韓 FTA、

RCEP （ Regional Comprehensive 

Economic Partnership：東アジアの地

域包括的経済連携、ASEAN プラス

の FTA）、EU との FTA 交渉開始が、

日本にとって目下焦眉の課題である。

日本は、TPP 交渉を先行させること

によって、他の FTA 締結交渉におい

てイニシアティブを発揮することが

できる。 

昨年 11 月、日本政府が「TPP 交渉

参加に向けて関係国との協議に入

る」と表明したとき、経済連携交渉

の流れは日本に有利に働くかに見え

た。米国主導の TPP 交渉に日本が参

加すると見て、中国と EU は日本と

の経済連携を急いだからである。 

しかし、その後 1 年が経過しても

国内調整の遅れからTPP交渉の事前

協議が進まず、TPP 交渉参加のメド

は立っていない。この日本の足踏み

が、日本の FTA 戦略のシナリオを大

きく狂わせ始めている。 

日中韓 FTA については今年 5月の

日中韓首脳会談で年内の交渉開始を

合意したものの、余裕を取り戻した

中国は中韓 FTA の交渉を先行させ

るなど、交渉の先行きには不透明感

が漂う。RCEP も 2015 年の交渉妥結

を目指すことになったが、同床異夢

の交渉は中国の出方次第、まだまだ

紆余曲折が予想される。 

日本と EU の経済連携に向けた動
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きも中途半端な状態で止まっている。

欧州委員会と欧州議会は交渉開始の

方針を打ち出しているが、交渉に入

るには 27 カ国の同意が必要だ。EU

がもたついているのは、ユーロ危機

で苦境に陥った自動車産業を抱える

フランスやイタリアなどが、日本と

の貿易自由化に消極的だからだ。日

EU の FTA は、TPP 交渉の進み具合

を睨みながらの状態である。 

TPP 交渉への参加は、その相乗効

果によってその他の FTA 締結に向

けた日本の交渉力を強化する大きな

テコになる。米国が主導する TPP の

交渉参加は、米国を強く意識してい

る EU や中国を突き動かし、FTA 交

渉を日本に有利に導くものと期待さ

れる。 

 

（5）なぜ日米 FTA よりも TPP な

のか 

TPP の問題が浮上するまでは日米

FTA の議論が盛んであった。米国が

参加する TPP への日本の参加は、事

実上の日米 FTA であると言われる

ことが多い。しかし、そうは言って

も、二国間 FTA と広域 FTA、二国間

交渉と多国間交渉という違いからも

わかるように、日米 FTA と TPP は異

質なものとみるべきであろう。なぜ

日米 FTA よりも TPP なのか、ポイン

トを整理しておく。 

 

①二国間 FTA と広域 FTA 

日本企業は、原材料の調達から生

産と販売まで、サプライチェーン（供

給網）のグローバル化を進めている。

サプライチェーンの効率が日本企業

の競争力を左右し、日本経済の成長

にも影響するからだ。 

サプライチェーンの効率化という

点からみると、二国間 FTA よりも広

域 FTA の方がメリットは大きい。原

産地規則について累積方式の採用を

可能にするからである。「累積」とは、

ある産品が A 国で生産される場合、

その生産に用いられた B 国の原材料

をA国の原産材料と見なすことであ

る。広域 FTA の下では、二国間 FTA

に比べて原産品として認定されるこ

とが容易となる。 

規制が各国バラバラであると、企

業は国ごとに対応を変えなければな

らず、生産効率も落ちる。各国の規

制の調和・統一を目指すことができ

る点も、広域 FTA のメリットだ。 

http://www.iti.or.jp/
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その他、投資や競争政策、知的財

産権、貿易円滑化など WTO プラス

のルールづくりについても、参加国

が多い広域 FTA の方が効果は大き

い。 

 

②二国間交渉と多国間交渉 

日本の対米交渉力について、国内

では懐疑的な見方が多い。しかし、

日米二国間交渉では米国の圧力に屈

する項目でも、TPP のような多国間

の交渉では他の国と共闘が組めるの

で負けるとは限らない。また、交渉

項目が多いときには、項目ごとに交

渉参加国の利害関係、攻守関係が異

なるので、共闘を組み変えることが

できる。 

TPP 参加における最大の課題は農

業である。日本の FTA 交渉の足かせ

となっている。農産物の輸出国であ

る米国や豪州などが、日本に対して

農産物の関税撤廃を求めているので、

これまでのように高関税で農業を保

護する政策を続けようとして、農産

物の例外扱い（自由化対象からの除

外）に固執すれば、日本は孤立する

かもしれない。ただし、保護の手段

を関税から直接支払い・所得補償に

転換するという方針を打ち出すこと

ができれば、孤立は避けられ、逆に

交渉の主導権を握れる。 

他方、TPP では米国と共闘して、

途上国に対して厳しい投資規制の撤

廃、海賊版・模倣品の取り締まり強

化、政府調達の開放、工業品の関税

撤廃など、WTO の交渉でもいまだ実

現できていない項目を要求できる。 

TPP 反対論の間違いは、これまで

二国間協議で米国から一方的に要求

されてきたことが、TPP 交渉の場で

も必ず要求されると考えている点だ。

確かに米国は公的医療保険制度の見

直しを日米の二国間協議で要求した

かもしれないが、公的医療保険のよ

うな政府によるサービスは、WTO サ

ービス交渉の範囲から外れており、

これまでの FTA 交渉でも扱われて

いないし、TPP 交渉でも対象となっ

ていない 5）。 

 

３．TPP 反対論は反米・嫌米？ 

 

（1）避けられない規制・制度改革 

米国は、21 世紀型 FTA とよばれ

る TPP の重要な要素として、国内規

制・制度を含む非関税障壁の撤廃や
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調和を参加国に求めている。このた

め、TPP への参加によって日本に経

済的打撃が及ぶのではないかとの懸

念が広がっている。 

TPP 交渉では 21 分野について 24

の作業部会が設置。TPP が包含する

領域は広範である。しかし、「分野横

断的事項」以外は、そのほとんどが

これまで日本の FTA において扱わ

れている分野である。なぜ TPP に関

してだけ強い反対が生じているのか。 

TPP 反対派は、「TPP はアメリカ

ン・スタンダードの押しつけである」

と主張。日米の二国間協議による対

日要望（年次改革要望書等）や米

USTR による外国貿易障壁報告で指

摘されている日本の障壁を、米国が

TPP を利用して撤廃させようとして

いると反発している。 

米国による対日陰謀説までも飛び

出しているが、「TPP は米国の政府と

産業界が一体となり、日本に仕掛け

た罠だ」と、被害妄想に陥る必要は

決してない。 

TPP 参加に伴い、農業改革や規制

緩和など様々な国内改革が必要とな

るのは確かだ。しかし、それらの改

革は、本来、TPP 交渉参加に伴う外

圧によって行われるべきものではな

い。改革の必要性は国内で以前から

指摘され認識されていたものである

が、圧力団体の利害が絡み、国内調

整が難しく先送りされてきたものが

多い。この際、TPP 交渉参加を契機

に国内改革に取り組むべきだ。 

 

（2）なぜ EU との FTA 協議は反

対されないのか 

EU が日本との経済連携に向けて

ようやく動き出した。EU の執行機

関である欧州委員会が今年 7 月、加

盟国に正式な交渉を開始するよう提

案した。この提案に対して、欧州議

会はこれまで、日本側の非関税障壁

の撤廃に向けた取り組みが不十分な

上、日本車輸入の急増の恐れがある

などとして、交渉開始に慎重な姿勢

を示してきた。 

しかし、10 月、欧州議会は、交渉

から 1 年以内に日本側の取り組みに

進展が見られない場合は交渉を中断

することなど厳しい条件をつけた上

で、交渉開始を承認する決議を採択

した。ただし、交渉に入るには 27

カ国の同意が必要となるので、まだ

楽観はできない。 

http://www.iti.or.jp/
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ところで、EU は TPP と同様、非

関税障壁を重視している。日 EU 規

制改革対話における EU の対日要望

は、牛肉輸入、保険、郵政事業、自

動車、医薬品・医療機器など、米国

の対日要望と重なり合う部分が多く

見られる。 

日本と EU との間の FTA 締結に向

けた事前協議（scoping exercise）に

ついては、国内で TPP のような強い

反対はなかった。日本の FTA 締結交

渉において、米国と EU ではなぜこ

うも対応が異なるのか、不可解とし

か言いようがない。 

 

（3）毒素条項の検証：韓国の二

の舞い？ 

日本でTPP交渉参加をめぐって国

論を二分するような激しい論争が繰

り広げられていたとき、韓国でも米

韓 FTA の批准に反対する運動が起

こっていた。日本の TPP 反対派は、

米韓FTA反対派の主張をTPP論争の

中で取り上げ、「米韓 FTA は韓国に

不利な不平等条約だ」、「日本が TPP

に参加すれば韓国の二の舞いにな

る」といった議論を展開している。

米国が、TPP 交渉において米韓 FTA

の一部をTPP協定に盛り込むよう提

案しているからだ。 

米韓 FTA の中で韓国に打撃を与

えるとされる部分を「毒素条項」と

呼ぶ。ISDS 条項やラチェット条項な

どがそれだ。しかし、「毒素条項」に

ついては誤解が多い 6）。 

 

①ISDS 条項 

米韓 FTA は、ISDS（Investor-State 

Dispute Settlement：国家対投資家の

紛争処理手続き）条項が含まれる。

投資家が投資受入国の政策によって

被害を受けたとき、ISDS 条項によっ

て、国際仲裁機関に仲裁を要請する

ことができる。 

被害を被った投資家が政府を訴え

たいとき、投資受入国の裁判所しか

選択肢がない場合、政府に有利な判

断が恣意的に下されないか不安であ

る。そこでこのような投資家を保護

するための規定が設けられた。 

投資家が被る被害とはどのような

ものを指すのか。米韓 FTA では、投

資家の財産の収用や国有化、あるい

はそれと同等な措置を取ってはなら

ないとされている。収用や国有化は

「直接収用」、それと同等な措置は

http://www.iti.or.jp/
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「間接収用」と呼ばれる。 

間接収用は、直接収用のように財

産権の法的権利が移転するわけでは

ないが、政府の政策によって営業活

動の継続が不可能になり、事実上財

産権が剥奪される場合を意味する。 

TPP 反対派はこの間接収用の可能

性を問題視しているが、現実には相

当程度の剥奪がない限り間接収用に

は当たらない。また、米韓 FTA では

附属書 11－B で「公衆保険、安全、

環境および不動産価格安定化のよう

な正当な公共福祉のための措置は、

原則的に間接収用にならない」と明

示している。したがって、政府の措

置で投資家が被害を被ったら何でも

ISDS 条項で補償されるというわけ

ではない。 

TPP 反対派は、日本政府が外国企

業から訴えられるマイナスの側面を

強調している。しかし、日本企業が

途上国で間接収用の被害を受けた場

合には、途上国政府を訴えることが

できるというプラスの側面を見落と

してはならない。海外投資を行う日

本企業を保護する観点から ISDS 条

項は必要である。 

 

②ラチェット条項 

ラチェット条項とは、歯車の逆回

転を防止する装置（ratchet）に擬え

て、一度進めた市場開放や規制緩和

について、市場開放に逆行したり、

規制を強化したりするような変更が

許されない規定である。 

例えば、外資出資比率規制におい

て、FTA 発効後に 100％出資を認め

た場合、相手国に対して外資出資比

率を 75％などへ、より制限的な方向

へ戻すことはできない。 

この条項については、TPP 反対派

によって「一度規制緩和をすると、

BSE（牛海綿状脳症）が発生した場

合でも、米国産牛肉の輸入を禁止す

ることができない」といった批判が

行われているが、これは誤りである。

政府のすべての措置がラチェット条

項に縛られるわけではない。食品の

安全を守るための輸入禁止措置をと

ることはできる。 

米韓 FTA の中でラチェット条項

が適用されるのは、投資、サービス

貿易、金融サービスの 3 つの章のみ

であり、しかも附属書Ⅰ（現状維持

義務留保表）に示された限定的な措

置にしか適用されない。 
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③ネガティブリスト方式 

ネガティブリスト方式とは、市場

開放しない分野だけを指定するもの

である。指定した分野以外はすべて

市場を開放しなければならない。 

TPP 反対派は、米韓 FTA がサービ

ス貿易の自由化についてネガティブ

リスト方式を採用していることを批

判している。例えば、賭博やアダル

ト産業などが韓国に参入してきても、

米韓 FTA によってこれを阻止でき

ないと主張しているが、これは誤り

である。 

韓国政府は、市場開放が不適当な

サービス分野は留保しており 7）、ま

た、留保表に載っていない場合でも、

公の秩序維持のために必要な措置を

とることは可能で、賭博やアダルト

産業の参入は阻止できる。 

しかし、留保されていない分野は

自由化の対象となるため、新規に登

場するサービスはすべて自由化させ

られるのではないかといった懸念も

ある。これについては、FTA 締結時

に存在しない「新たなサービス」を

包括的に留保しておくことによって、

ネガティブリスト方式でも、新規の

サービスがすべて自由化の対象とな

ることを回避することができる。 

 

４．TPP 日米事前協議の攻防 

 

（1）TPP 参加国との事前協議は

不合理か 

日本が TPP 交渉に参加するには 9

カ国すべての承認が必要である。承

認手続きは国ごとに異なる。大半は

閣議決定など政府の判断で済むが、

米国の場合は議会の承認が必要であ

る。TPP 交渉に新規参加国が加わる

場合、米政府は、2007 年に失効した

貿易促進法で定められた手続きを踏

襲し、交渉を開始する少なくとも 90

日前までに、議会への通知等を行う

ことになっている。現時点で日本は

6 カ国と協議を終え、日本の参加へ

の支持を取り付けたが、米国、豪州、

NZ との協議は継続中である。 

オバマ政権は、米国が日本の参加

を支持する条件として 3 つの問題を

挙げている。①米国産牛肉の輸入規

制、②米国産自動車の日本市場への

アクセス、③日本郵政グループの保

険業務に対する優遇である。 

米国の産業界の大半は、米国の物

品・サービスの日本市場へのアクセ
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スに関して、日本が懸案事項を解決

できるのならば日本のTPP参加を支

持すると表明している。しかし、米

自動車産業は日本のTPP参加に強く

反対しているため、日米事前協議の

先行きについては予断を許さない。 

ところで、TPP への新規参加に関

しては、参加国すべての合意を必要

とするだけでなく、すでに合意され

ている協定内容を受諾しなければな

らない。新規参加国にこうした参加

条件が課される理由としては、高い

レベルの包括的な FTA を実現する

ために、新規参加国が加わるたびに

協定内容を再交渉するのでは大変で

あるからだ。 

しかし、関係国すべてから交渉参

加への支持を取り付けるために、

TPP 協定そのものだけでなく、参加

国との事前交渉でそれぞれの国から

の個別の要求を受け入れなければ

TPP に参加できないというのは、い

ささか不合理・理不尽なやり方だと

の指摘も少なくない。しかし、これ

は、WTO 加盟のプロセスと似ている。 

こうした条件は、日本だけでなく、

交渉参加を求めていたカナダ、メキ

シコにも課された。加墨両国の参加

は、2012 年 6 月に参加 9 カ国のすべ

てから支持を取り付けたが、参加条

件として、TPP 交渉ですでに合意さ

れた事項には反対できないという条

件を受け入れたとされる。 

 

（2）TPP 日米事前協議の争点 

2012年 2月から日本のTPP参加を

承認するための事前協議が始まった。

米国は協議の課題として、牛肉の輸

入制限、簡易保険の業務範囲拡大の

是非、自動車の貿易障壁の 3 点を特

定している 8）。 

以下、牛肉、保険、自動車の問題

点について簡単に触れておこう。牛

肉と保険については日本の規制緩和

などで妥協点が浮上する一方、自動

車は隔たりが大きく、議論は平行線

のままである。日米事前協議では日

本の自動車市場の開放をめぐる協議

が最大のカギとなっている。 

 

①牛肉 

2003 年 12 月に米国で BSE（Bovine 

Spongiform Encephalopahty：牛海綿状

脳症）感染牛が発見されたのを受け、

日本は米国産牛肉の輸入を禁止した。

2005 年 12 月、「月齢 20 カ月以下」
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で、脳や脊髄といった特定危険部位

を除去した牛肉であることを条件に、

輸入を再開した。米国は、国際基準

よりも厳しい月齢制限を非関税障壁

だとして批判し、その撤廃を求めて

いる 9）。 

主要国の月齢制限は「30 カ月以

下」が標準である。一部の消費者団

体などが「食の安全が脅かされる」

として緩和に反対しているが、日本

だけが厳しい規制を続ける必要性は、

科学的知見からも薄れている。 

内閣府の食品安全委員会が今年

10 月、月齢制限を緩和しても安全性

に問題はないと答申。これを受けて、

厚生労働省の審議会も 11 月、米国産

牛肉の輸入規制を「30 カ月以下」に

緩和する方針を了承した。 

年明けにも輸入規制を緩和する。

これで日米の懸案となっていた米国

産牛肉問題が決着する見通しとなり、

今後の日米の事前協議にとって追い

風となりそうだ。 

 

②保険 

日本郵政の簡易保険については、

民間企業に比べて極めて優遇され、

民業圧迫につながるとして、米国は、

対等な競争条件を確立するよう要求

している。 

また、米国は、対等な競争条件が

確保されるまで日本郵政の業務に対

する制限を維持するよう要求してい

るが、郵政民営化法改正では事業範

囲の拡大を容認している。競争上の

優位を取り除くことなく、日本郵政

に新商品の販売（かんぽ生命保険が

「がん保険」に参入）を認めること

になれば、事態の悪化は避けられな

い。 

そうしたなか、日本郵政グループ

のかんぽ生命保険は「がん保険」へ

の参入を当面見送ることにした 10）。

これにより、日米の事前協議におい

て保険は軟化の兆しがある。 

 

③自動車 

自動車市場の開放については、米

国がTPP参加条件として挙げてくる

とは想定していなかったため、日本

側に衝撃を与えた。米国は、米国車

のシェアの低さを理由に日本の自動

車市場が閉鎖的だと見ている。日本

の関税はゼロだが、目に見えない非

関税障壁で輸入を阻止しているとい

うのが米国の主張だ。 
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米国は自動車分野で、透明性、流

通、技術基準、認証手続き、環境技

術、税の 6 項目を関心事項として掲

げている。日本側は「具体的にどこ

が閉鎖的なのか知りたい」（日本自動

車工業会）と反発しているが、項目

の中身は具体的に示されていない 11）。 

米自動車大手 3 社（ビッグ 3）で

構成する米自動車貿易政策評議会

（AAPC：American Automotive Trade 

Policy Council）は、日本市場の閉鎖

性を理由に、日本の TPP 参加には反

対を表明している。米国の本音は、

TPP で国内の自動車関税が外され日

本車に攻め込まれたくないからだ 12）。 

 

（3）懸案事項の扱い：日米経済

調和対話の活用 

2010 年 11 月の日米首脳会談で、

「日米経済調和対話」（ EHI ：

Economic Harmonization Initiative）を

毎年開催することが合意された。日

米経済調和対話は、地域・グローバ

ル課題への連携、貿易円滑化、ビジ

ネス環境の整備、個別案件への対応

等について日米両国が協力して取り

組むための事務レベルの会合である。

米国は 1994～2008 年に毎年、日本に

規制緩和や構造改革を要求する「年

次改革要望書」を提示したが、それ

が事実上復活した形である。 

2012 年 1 月、日米両政府は、2011 年

2月から2012年1月までに行われた日

米経済調和対話の協議記録を公表した。

これによると、事務レベル会合では 4

つの議題について協議が行われた。 

米国側関心事項としては、情報通

信技術（ICT）、知的財産権、郵政、

保険、透明性、運輸・流通・エネル

ギー、農業関連課題、競争政策、ビ

ジネス法制環境、医薬品・医療機器

などが挙げられている。米国は、こ

れらの事項について引き続き日本と

の更なる調和と連携を促進していき

たいとしている 13）。 

日米経済調和対話で取り上げられ

た米国側関心項目については、日本

が TPP 交渉に参加したとしても、米

国がTPP交渉の場で個々に取り上げ

るわけではない。とくに優先順位の

高い項目（牛肉、保険、自動車など）

は、日米の TPP 事前協議の課題とし

て特定化されている。 

米側の対日要求項目については、

今後、TPP 交渉と日米経済調和対話

という多国間協議と二国間協議の 2
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つの枠組みの下で協議し、問題解決

を図っていくことになる。 

日米経済調和対話で最も重要な点

は、この対話が「WTO プラス」のル

ールを米国が要求してくる可能性が

否定できないということだ。しかし、

この点については、「内国民待遇と最

恵国待遇の原則を遵守し、WTO 協定

との整合性を確保する」との方針に

もとづき対話に臨むというのが、日

本の基本姿勢であることをはっきり

と米国側に示すことである。日本に

求められているのは、米国の圧力を

恐れない、理不尽な要求なら断固応

じない、したたかな経済外交だ。 

TPP 日米事前協議が長期化してい

る。もし米国の強硬姿勢への反発が

日本国内で強まれば、TPP 反対派が

勢いを増し、日本政府が TPP 交渉参

加を当分見送るという可能性もある。

オバマ政権にとってTPPは最優先の

通商課題だ。日本の TPP 参加が大幅

に遅れ、米国のアジア戦略のシナリ

オに狂いが生じるような事態は米国

にとっても避けたいはずだ。そこに

日本が米国に付け入る隙がある。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 日米経済調和対話の概要 

 

①日米双方の経済・貿易政策に関する最新状況：米国の国家輸出イニシアテ

ィブ、新成長戦略、震災復興等 
②日米二国間経済協力関係の更なる促進の方途：レアアース協力、高速鉄道、

情報通信技術（ICT）の通商原則等 
③地域・グローバル課題への連携：WTO 協力、APEC 協力、模造品取引防

止に関する協定（ACTA）での協力等 
④貿易円滑化、ビジネス環境の整備、及びその他の個別案件：日本側関心事

項、米国側関心事項 
（資料）外務省 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


TPP と日米経済関係：強気な米国と弱気な日本 

季刊 国際貿易と投資 Winter 2012/No. 90●21 

TPP 日米事前協議では自動車問題

で躓いている。場合によっては、膠

着状態の自動車については事前協議

で棚上げし、日米経済調和対話にお

いて期限を限定して解決を図るとい

うような妥協案（例えば、TPP 交渉

妥結までの合意）などで、政治決着

を図るのも一案である。 

 

５．TPP と日米経済関係の将来 

 

（1）期待される日本の呼び水効果 

米国は TPP を高度で包括的な 21

世紀の FTA と位置づけ、アジア太平

洋の新たな地域統合として、FTAAP

（アジア太平洋自由貿易圏）につな

げたいと考えている。 

米国と小国の集まりのような印象

が強かった TPP であるが、GDP 世界

第 3 位の日本の参加によって TPP の

魅力は倍加、強力な広域 FTA の枠組

みに生まれ変わることができる。日

本の TPP 参加は FTA としての TPP

の信頼性と実現可能性を高めるため

に極めて重要だ、というのが米国の

認識である。 

APEC 加盟国・地域において TPP

交渉参加 9カ国の名目GDP（2011年）

が占めるシェアは 46％、カナダ、メ

キシコを加えた11カ国の同シェアで

も 54％に過ぎず、しかもそのほとん

どを米国が占めている。TPP に日本

が参加すれば同シェアは 68％となり、

FTAAP の実現に一歩近づく 14）。 

日本のTPP交渉参加が呼び水とな

って、今後、参加国が増える可能性

がある。タイなど ASEAN の一部も

TPP に強い関心を示しており、ドミ

ノ効果が生じるかもしれない。 

 

（2）日本の TPP 参加の地政学的

価値 

オバマ政権が打ち出したアジア重

視の外交方針は、2 期目も維持され

る見込みだ。地政学的な重心がアジ

アに移ってきた今、米国は「アジア

太平洋国家」として、アジア太平洋

地域の将来の成長と経済連携の枠組

みづくりに向けて、FTAAP を念頭に

TPP 交渉を主導しようとしている。 

米国のアジア戦略において、TPP

は通商面での柱である。中国の不公

正な貿易慣行を正し、国際ルールを

中国に守らせなければならない。

TPP を通じて対中包囲網を形成し、

中国の国家資本主義を追い詰めよう
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というのが米国のシナリオだ。日本

が TPP に参加すれば、アジア太平洋

地域において対中包囲網の形成に一

段と弾みがかかる。 

米国の本音としては、対中包囲網

を強力なものにするために、日米同

盟を深化させたいところだ 15）。日米

同盟の深化のためには、外交・安保

だけではなく経済関係も重要で、

TPP はその重要な手段である。 

一方、日本にとっても、TPP 参加

は経済上の利益だけでなく、安全保

障の上からも重要である。日米関係

の強化にもつながり、尖閣諸島をめ

ぐって対立する中国への牽制の効果

も期待できる。東アジアにおいて日

本が中国に対抗できる手段は、強固

な日米同盟である。米国との同盟抜

きの日本の安全保障は現時点で政策

オプションとして考えられない。 

 

（3）重層的な FTA 戦略の展開 

米国はTPPを通じて対中包囲網を

構築しようとしている。これに反発

する中国は、米国抜きの東アジア経

済統合（日中韓 FTA と RCEP）の実

現を加速させようとしている。米中

の角逐が強まるなかで、日本はどの

ような対応をすべきか。 

日本の FTA 戦略としては、TPP、

日中韓 FTA、RCEP のいずれにも参

加するという、重層的なアプローチ

を目指すべきだ。仮に TPP に参加せ

ず、米国抜きの経済連携である

RCEP や日中韓 FTA に肩入れしてい

くことになれば、日米間に遠心力が

働く要因ともなりかねない。米国に

日本の「脱米入亜」を懸念させ、対

日不信を招くことになる。それは絶

対に避けるべきである。日本の基本

的なスタンスは「親米入亜」である。 

日本は、地政学的な有利性を生か

したしたたかな通商外交を展開すべ

きだ。日本の存在感を高める絶好の

チャンスである。睨みあう米中の狭

間で埋もれることなく、APEC「横

浜ビジョン」の原点に立ち、TPP と

RCEPをFTAAPに収斂させていくた

めの推進役を果たしていくのが、日

本の役割である。 

 

結び：政局に翻弄される TPP 参加

問題 

オバマ大統領の再選で、TPP 交渉

が再加速しそうだ。大統領選前は、

自動車とか繊維といった政治力の強
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い業界へのオバマ政権の配慮などか

ら、日米事前協議が停滞気味であっ

た。米自動車業界が日本の TPP 参加

に反対しているが、再選を決めたこ

とで、オバマ政権は、選挙を意識す

る必要がなくなり事前協議を進めや

すくなるのではないかとの前向きな

見方もある。 

一方、日本国内では、農業関係者

を中心に依然としてTPP反対論が根

強い。野田政権は消費税増税法案の

成立を最優先の課題として、TPP 参

加問題については先送りしてきた。

法案の可決・成立により、ようやく

交渉参加に意欲を見せているが、民

主党内には慎重論も根強い。 

3 党合意で「近いうち」とした解

散時期をめぐり与野党の応酬が続い

ていたが、野田首相はついに 11 月

16 日に衆院の解散・総選挙に打って

出た。TPP 交渉参加の争点化を図る

首相の姿勢に民主党内では反発が拡

大、第三極の政党への移籍も相い次

ぎ、離党ドミノが加速している。総

選挙で政権交代の可能性も高いなか、

自民党はといえばTPP交渉参加に対

して曖昧な姿勢を崩していない。日

本のTPP参加問題は政局に翻弄され、

見通しの立て難い状況となっている。

果たして「決められない日本」の汚

名を返上できるか。 

 

注 

1） 市場原理を導入しつつも、政府が国有

企業を通じて積極的に市場に介入す

るのが国家資本主義だ。詳しくは、馬

田（2012）参照。 

2） APEC 会合が開催されたハワイでの

クリントン国務長官の演説（「フォー

リン・ポリシー」誌 2011 年 11 月号に

掲載）。「米国の太平洋の世紀」の 6

つの柱として、①二国間安保同盟の強

化、②新興諸国との協力関係の深化、

③地域的な多国間機構への関与、④貿

易と投資の拡大、⑤広範な軍事的プレ

ゼンスの確立、⑥民主主義と人権の推

進をあげている。 

3） 米国市場における薄型テレビのシェ

アでは、韓国企業のサムスン電子と

LG 電子がシェアの 1 位と 2 位を占め

ている。ソニー、パナソニックなど日

本企業は 3 位以下に甘んじている。 

4） 2011 年 10 月、政府の「食と農林漁業

の再生実現会議」が農業再生の基本方

針をまとめた。 

5） カトラー米通商代表補は、2012 年 3

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


    

24●季刊 国際貿易と投資 Winter 2012/No.90 

月の講演で混合診療や営利企業の医

療参入を含め、TPP で公的医療保険は

取り上げないと明言した。日本経済新

聞 2012 年 3 月 2 日付。 

6） 2011 年 1 月、韓国政府は毒素条項に

対する反論をまとめた資料を公表し

ている。外交通商部の HP から入手可

能。 

7） 米韓 FTA では、自由化の例外として

電気、ガス、教育、保健、電気通信、

鉄道、法務、会計などのサービス分野

を留保している。 

8） USTR のカーク代表は、2011 年 11 月

の記者会見で、日本の TPP 参加を歓

迎する一方、日本が TPP に参加する

際の事前協議で、牛肉、保険、自動車

の 3 点を議題に取り上げる意向を示

した。 

9） 2009 年 5 月、国際獣疫事務局（OIE）

の総会で、BSE 問題に関して月齢条

件を撤廃する決議が採択された。これ

により、特定危険部位の除去などの一

定の処理が行われていれば、BSE 発

生国でも月齢に関係なく牛肉を輸出

することができることになったから

だ。 

10） 米国が、政府出資が残る「かんぽ生

命保険」の業務拡大を警戒し、米保険

会社のシェアが高いがん保険への参

入に反対しているからである。 

11）なお、これまでの日米二国間協議では、

安全性・環境基準の審査の複雑さ、不

透明な規制の策定過程などを取り上

げ、その改善を求めている。 

12） ビッグスリーの地元は、労働組合を

支持基盤とする与党民主党の有力議

員が多い。このため自動車業界の意向

は無視しにくく、米議会が日本の TPP

参加を認めるまでには曲折が予想さ

れる。 

13） 詳しくは米国大使館のホームページ 

（http://japan2.usembassy.gov/j/p/tpj- 

20110304-70.html）参照。 

14） 米国 39％、米国以外の TPP 交渉参加

国 7％、カナダ 5％、メキシコ 3％、

日本 15％、その他の APEC 加盟国・

地域 32％となっている。ジェトロ「世

界貿易投資報告 2012 年」。 

15） フィナンシャル・タイムズ掲載のブ

レマーとゴードンの論説（9月 9日付）。

日米両国が、米英の「特別な関係」に

匹敵するような関係を築くべきだと

いう考え方は、すでに第 1 次アーミテ

ージ・レポートで指摘されている。 

http://www.iti.or.jp/

http://japan2.usembassy.gov/j/p/tpj-20110304-70.html
http://japan2.usembassy.gov/j/p/tpj-20110304-70.html
http://www.iti.or.jp/


TPP と日米経済関係：強気な米国と弱気な日本 

季刊 国際貿易と投資 Winter 2012/No. 90●25 

参考文献 

青木健（2006）「中国の台頭と日米貿易構造

の変化」青木健・馬田啓一編著『日米経

済関係論－米国の通商戦略と日本－』勁

草書房、2006 年 4 月。 

石川幸一（2012）「TPP と東アジアの地域統

合のダイナミズム」国際貿易投資研究所

『季刊国際貿易と投資』No.89 

（http//www.iti.or.jp/kikan89/89ishikawa. 

pdf）。 

馬田啓一（2011）「米国の TPP 戦略と日本

の対応」国際貿易投資研究所『季刊国際

貿易と投資』No.85 

（http//www.iti.or.jp/kikan85/85umada.pdf）。 

馬田啓一（2012a）「TPP と東アジア経済統

合：米中の角逐と日本の役割」国際貿易

投資研究所『季刊国際貿易と投資』No.87 

（http//www.iti.or.jp/kikan87/87umada.pdf）。 

馬田啓一（2012b）「TPP と国家資本主義：

米中の攻防」国際貿易投資研究所『季刊

国際貿易と投資』No.89 

（http//www.iti.or.jp/kikan89/89umada.pdf）。 

佐々木高成（2012）「米国と TPP：米産業界

の狙い」山澤逸平・馬田啓一・国際貿易

投資研究会編著『通商政策の潮流と日

本』勁草書房、2012 年 4 月。 

ジェトロ（2012）『世界貿易投資報告 2012

年版』2012 年 9 月。 

菅原淳一（2012）「日本の TPP 交渉参加を

巡る論争」馬田啓一・浦田秀次郎・木村

福成編著『日本の TPP 戦略：課題と展

望』文眞堂、2012 年 5 月。 

21 世紀政策研究所（2012）『日本の通商戦

略の課題と将来展望』2012 年 7 月。 

日本国際フォーラム（2012）『提言・報告書 

変容するアジア太平洋地域と日米中関

係の展望と課題』2012 年 3 月。 

山下一仁（2012）『TPP おばけ騒動と黒幕』

オークラ NEXT 新書、2012 年 7 月。 

Bremmer, I. and D. Gordon (2012), “US needs 

Japan as its best ally in Asia,” Financial 

Times, September 9, 2012. 

Clinton, H, U.S. Secretary of State (2011), 

“America’s Pacific Century,”  Foreign 

Policy, November , 2011. 

Cooper, W.H. and M.E. Manyin (2012), 

“Japan’s Possible Entry into the Trans- 

Pacific Partnership and Its Implications,” 

CRS Report for Congress, Congressional 

Research Service, August 24,2012.（米議会

調査報告「日本の TPP 参加可能性とそ

の含意」米議会調査局、2012 年 8 月 24

日） 

Petri, A.P and M. Plummer (2012), “The 

Trans-Pacific Partnership and Asia-pacific 

Integration: Policy Implications,” Peterson 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/kikan89/89ishikawa
http://www.iti.or.jp/kikan85/85umada.pdf
http://www.iti.or.jp/kikan87/87umada.pdf
http://www.iti.or.jp/kikan89/89umada.pdf
http://www.iti.or.jp/


    

26●季刊 国際貿易と投資 Winter 2012/No.90 

Institute for International Economics, 

Policy Brief, No.PB12-16, June 2012. 

United States Trade Representative (2011), 

Outline of the Trans-Pacific Partnership 

Agreement, Fact Sheets, Nov. 2011. 

United States Trade Representative (2012), 

2012 Trade Policy Agenda and 2011 

Annual Report, March, 2012. 

 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




